


□ □ □

□

□ □

年

第１－３号様式（第５条第１項関係）

青 年 等 就 農 計 画

1　就農理由および農業経営の構想

(1)就農理由

(2)将来の農業経営の理念および構想

【理念】

【構想】

2　農業経営の現状及び目標

(1)農業経営の概要

就農地 経営開始日 　　年　　月　　日

営農類型 経過年数

就農形態
（該当する形
態にレ印）

新たに農業経営を開始 夫婦共同 法人共同

□
親族〔三親等以内の親族を含む。（以下「親族」という。）〕の農業経営
とは別に新たな部門を開始

親族の農業経営を継承

全部を継承 一部を継承

継承する経営での従事期間 ヶ月

農業所得及
び労働時間

現状（　　　年） 目標（　　　年）

年間農業所得 万円 万円 

年間労働時間 時間 時間 

作目・部門名
現状（　　　年） 目標（　　　年）

作付面積(ａ) 生産量(kg) 作付面積(ａ) 生産量(kg)

経営面積合計*



）

(2)経営に必要な労働力

氏名
（法人にあっ
ては役員の氏

名）

年齢

代表者と
の続柄

（法人に
あっては
役職）

現状（　　　年） 目標（　　　年）

担当業務

年間農
業従事
日数
（日）

担当業務

年間農
業従事
日数
（日）

常時雇用（年間） 実人数 現状 人 目標 人 

臨時雇用（年間）
実人数 現状 人 目標 人 

延べ人数 現状 人・日 目標 人・日 

(3)農業経営の規模

区分 地目 所在地（主要な農地） 現状（　　　年） 目標（　　　年）

所有地

借入地

特定作業受託

作目 作業内容
現状（　　　年） 目標（　　　年）

面積(ａ) 生産量 面積(ａ) 生産量

作業受託

作目 作業内容 現状（　　　年） 目標（　　　年）

単純計

換算後

農畜産物の加
工・販売・そ
の他の関連・
附帯事業

事業名 内容 現状（　　　年） 目標（　　　年）

(4)自家経営の現状（親族が農業経営を行っている場合）

経営主の氏名 （申請者との続柄：

経営主の住所

農業者年金の加入状況 経営委譲年金裁定請求の予定

経営作目 作付面積(ａ) 生産量(kg) 売上高(円) 労働力(人)

家族 雇用

経営の
特徴

認定申請者の預貯金口座の開設時期 年　　　　月



3　2の目標を達成するために必要な措置

(1)農業教育・研修等の経験・状況

研修先の名称（農業者名等） 研修先の所在地 専攻・営農部門

研修期間

活用した補助金等

研修内容

注：複数の研修等を行っている場合は、その研修ごとに作成すること。

　　研修カリキュラム等がある場合は添付すること。

　　法人の場合は、役員（法第4条第2項第1号及び第2号に掲げる者に限る。）ごとに作成すること。

(2)事業計画

機械・施設名 型式・規模・構造等 取得時期 数量 事業費（円） 資金名等

総　事　業　費

(3)資金調達計画

区分 資金名 調達時期 金額（円） 償還（据置）期間

確保資金 自己資金 　年　月

借入資金
　年　月

　年　月

(4)既存借入金の状況

資金名又は借入先 主な資金の使途 借入年月
現存残高
(円)

利率
(％)

返済期間 備考

　年　月  　年

　年　月  　年



(5)農地の確保状況

所在地（区町名・地番）
現況
地目

面積
(㎡)

作付作目 権利の種類 契約期間

(6)経営に対する現状と今後の対策

区分 現状（　　　年） 目標（　　　年）

経営管理
全般

技術対策

農地確保
・管理

機械・施設

労働体制

資金調達

販売対策



(7)年齢が45歳以上65歳未満の者が有する知識及び技能に関する事項

経歴1 経歴2

職務内容

勤務機関名

在職期間 年　　　月 年　　　月

上記の住所

退職年月日 年　　　月　　　日 年　　　月　　　日

資格等

農業経営に活用でき
る知識及び技能の内

容

注：法人の場合は、役員（法第4条第2項第2号に掲げる者に限る。）ごとに作成すること。

4　認定に関わる他市町村等との関連

他市町村
認定状況

認定市町村名 認定年月日 備考



























別添４（ 第５条第１項関係）

１　情報の提供を受ける関係機関は、新規就農者に対する支援措置を実施する

　　以下の者に限ること。

（ １） 国 （ 11） 土地改良区

（ ２） 都道府県 （ 12） 全国農業会議所

（ ３） 市町村 （ 13） 静岡県信用農業協同組合連合会

（ ４） 農業協同組合 （ 14） 農林水産長期金融協会

（ ５） 農業振興公社 （ 15） 農業制度資金融資機関

（ ６） 農業委員会 （ 16） 農地中間管理機構

（ ７） 日本政策金融公庫 （ 17） 静岡県農業会議

（ ８） 農業者年金基金 （ 18） 農業共済組合連合会

（ ９） 全国農業協同組合連合会 （ 19） 農業共済組合

（ 10） 静岡県農業信用基金協会 （ 20） その他新規就農者支援に係る団体

２　情報の提供を受ける関係機関は、情報提供することに同意を得た関係機関

　　以外の者に対して、情報を開示しないこと。

３　情報の提供を受ける関係機関は、支援の実施以外の目的で個人情報を使用

　　しないこと。

（ 署名又は記名押印をしてく ださい）

同　意　書

（ あて先） 浜松市長

記

住所

氏名

　私は、下記の条件を満たす場合に限り、青年等就農計画認定事務
や新規就農者育成総合対策事業等の新規就農者支援遂行に際して、
私の提供した個人情報を支援に利用又は、関係機関に提供すること
に同意します。

　　　　年　　月　　日


